
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

1 事業の成果
相談支援従事者の孤立防止及び資質向上を推進する事業により、区内相談支援従事者等の勉強会、事例検討及び情報交
換の機会を実施し、相談支援の質の維持・向上に寄与した。関係機関との相互理解及びネットワーク拡充事業において相
談支援従事者を中心に研修会を実施し、相互理解促進とネットワーク拡充を図った。相談支援の発展を目的とした政策提
言により、相談支援事業者と区行政との意見交換の場を設けることができ、双方の状況共有や今後の区の相談支援等障害
者福祉のあり方について検討することができた。コロナ禍の影響により普及啓発活動について実施に踏み切れず、また例

年実施されていた共催の事業が実施されなかったこともあリー部活動が予定どおり実施されなかったが、次年度へ向けオ
ンラインを活用した活動等を行う地盤がつくれた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【15511千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

足欣 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

相談支援従事者の

孤立防止及び資質

向上を推進する事

業

相談支援にかかる勉強会
及び事例検討、情報交換
会を行った。

4/20,6/15,

8/17,10/19,

12/21,2/15

Zoomを使用

したオンラ

イン

12
区内相談支

援従事者等
120 60

関係機関との相互

理解促進及びネッ

トワーク拡充事業

行政、障害者及び障害児

福祉等関係機関向けの研

修事業を行った。

6/17,7/28.

3/18.9/16.

10/21.11/24

12′
′
22、  1/21

2/16

Zoomを使用

したオンラ

イン

12
区内相談支

援従事者等
540 1483

行政、他団体からの講師
依頼等がコロナ禍の影響
によりなかった。

相談支援の普及啓

発事業

実施せず。
行政、他団体と共催の活
動もコロナ禍の影響によ
りなかった。

相談支援の発展を

目的とした政策提

行政への政策提言書提
出及び政策に関する意見
交換

6/11,7/7

7/15

1/13

江戸川区役

所
12

障害者及び

その家族、

障害者支援

事業者

不特定多数 8

載記
た
名

に
れ
業

欣
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合 )
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

ロ S

正会員受取会費
賛助会員受取会費

170,000
0

2
受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益 1,482,672
4

14受取利息
5

1 1.652.686
3】 常

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
租税公課
施設等評価費用
減価償却費
支払手数料
印刷製本費

243,65

1

2
諸謝金 405,816

112,325
400

159,809
596,864
32,493

印刷製本費
会議費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
接待交際費
組税公課
雑費

1

2

当 期 一
Ｃ t増 減 額 A B

過年度損益修正益

C

災害損失

D

当 期 経 常 外 増 減 額 C D

及 び人 民

+

905 333
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

曰田

2

形

の

(2

3

現金 (手元現金 )

預金 (みずほ銀行普通預金 )

未収金

棚卸資産

474,728
739,034
0

【A】 費 産 合 計 ①+② 1.213,762

2

+

1

-1

未払法人税

未払金

預 り金

74,700
207,103

長期借入金

退職給付引当金

B― の

正

26 626
905,333

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1.213,762
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(1)有形固定資産

281.803



式 16 法第 28条関係 )

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。

(1'消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )

科 目

相談支援従事
者の孤立防上

及び資質向上

を推進する事
業

関係機関との

相互理解促進
及びネット
ワーク拡充事
業

相談支援の普
及啓発事業

相談支援の発
展を目的とし
た政策提言

事業部門計 管理部門 合計

1482672

14

170000

0

170000

0

0

1482672

14

1482672

1482672 1482672 170014 1652686

10198

9280

28535

5748

4450

2448

377281

105140

400

148210

591301

29434

230906 2549

1437

2319

1113

611

405816
112325

400

159809

0

596864

32493

0

0

0

0

243653
0

405816
112325

400

159809

0

596864

32493

60659 1482672 8029 1551360 1551360

60659 1482672 8029 1551360 1551360

△ 60659 △ 8029 ∠:ゝ  68688 170014 101326

I 経常収益
1-受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1'人件費
人件費計
(2,そ の他経費
諸謝金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

地代家賃

消耗品費

租税公課

施設等評価費用

減価償却費

接待交通費

印刷製本費

支払手数料

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

円 )

円 )

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費の うち、会議費、消耗品費、旅費交通費、租税公課、雑費
については事業に紐づくもの (打ち合わせ、連絡等)を会議費に、法人運営に係るもの (諸事務等)を管理費
として接分 しています。

その他の事業に係る資産の状況

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

,1定非営利活動法人江戸川区相談支矮連僣

“

饉会

1

現金

ぎ撃諏襄行普通預金

1,213,762
474,728
739,034

未収金
受託事業未収金

0
0

棚卸資産
販売用寄附物品 0

2

(1 形

車両運搬具
事業用車両

0

0

什器備品
パ ソコン

0

0

2
ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

0

0
0

借地権 0

3
敷金 0

長期貸付金 0

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,213.762

【:

.動負債

1      281,803
未払金
未払法人税
未払金

281,803
74,700
207,103

預り金
源泉

0

徴収 税 0

1負債合計  ・・・③ 281.803
2

固

長期借入金 0

退職給付引当金 0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 281.803

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 931.959

流動資産合計  ・・・① 1_213_762

,-1】 管 債 の 都



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係)
設立・役員変更用

役員名簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)
、月以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
じIζ各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(どちらかにO)

(フ リガナ)

氏    名
報酬の有無
(どちらかに○)

役職名等

1 監事

イグチ シンゴ

井口 慎吾

⌒

有t型 理事長

2 監 事

,-? y -? +t7 +

島円 雅章

⌒

有tW 副理事長

3 監事

スギタ イズミ

杉田 泉

⌒

有tυ 副理事長

4 監事

ヨンザワ コウイチ

吉澤 浩一

⌒

有t理リ 事務局長

5 監 事
ングスギ ンノミ
重杉 園美 有

6 監 事
フルハ シ

古橋

ヨウスケ

陽介

⌒

有tW

7 監 事

ツルオ カケイコ

鶴岡 恵子

⌒

有t理リ

8 監 事

ナガオ リョウコ

長尾 涼子

⌒

有tW

9 監 事

ホ ソカワ アキコ

細川 亜希子

⌒

有tυ

10 監事

マツモ トナオユキ ⌒

有襲監ノ
松本直之

11 監 事理事 l

タケムラヒサミ ⌒

有央墜リ
竹村寿美

12 理事・

すカムラエイイチロウ

)

中村 英一郎

⌒

有喪咀リ

理

理 事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人江戸川区相談支援連絡協議会

氏    名

1

相談支援センター

ぽこ・あ・ぽこ

管理者 井口慎吾

2
トロールケアサービス

管理者 島田雅章

3
相談支援センターくら
ふと
センター長 吉澤浩一

4

「まある」相談支援事
業所
管理者 杉田 泉

5
HALO(ハ ロ)相 談
支援センター

管理者 重杉園美

6
地域活動支援センター

えどがわ

施設長 細川亜希子

7
STEPえ どがわ
理事長 今村 登

8
相談支援センターハー

ト花きりん

施設長 鶴岡恵子

9 江
戸川区立みんなの家
施設長 高橋 香

10
東京ケア

管理者 滝口恭子

11
ケアあんじゅ
代表社員 荒井有美

12
蜂輪
管理者 内藤 修


